
制度名 貸付限度額 使途 返済期間 申込先利率

2,000万円
別枠 1,000万円

別枠　
8,000万円

運転
設備

７年以内
１０年以内

経営改善貸付
（金利引下げ）

経営支援特別融資
（新型コロナウイルス
感染症対応枠）

新型コロナウイルス
対策伴走支援型資金

6,000万円

3,000万円

相談窓口：秋葉区役所産業振興課　商工観光係

当初３年間：
基準金利－0.9％
３年経過後：
基準金利

無担保、据置は
5年以内

日 

本 

政 

策 

金 

融 

公 

庫

※経営改善貸付は、無担保・無保証人融資制度です｡(通称：マル経融資）

融資対象者は、下記の要件を全て満たした方のみとなります。
①コロナウイルス感染症の影響により最近１か月の売上高が前年または前々年
の同期と比較して５％以上減少
②原則として６ヶ月以上、商工会議所の経営指導を受けている方
③最近１年以上、新潟市秋葉区(新津地域)内で事業を営んでいる方
④常時使用する従業員が商業・飲食業・サービス業では５人以下（宿泊業及び
娯楽業は２０人以下）、製造業・その他業種では２０人以下の法人・個人事業
主の方
⑤所得税、法人税等の納期到来分の税金を完納されている方

【特別利子補給制度について】
マル経融資（別枠）または新型コロナウイルス感染症特別貸付けを受けている
方であり、下記のいずれかの要件に該当する方は、後日、利息部分について、
いわゆる利子補給の制度が政府において設けられることになっており、利子補
給を受けることで、当初３年間は実質的に無利子でご利用頂けます。
①小規模事業者（個人）　  ：要件なし
②小規模事業者（法人）　  ：売上高▲15％減少
③中小企業者（①、②以外）：売上高▲20％減少

対象者：コロナウイルス感染症の影響により最近１か月の
売上高が前年または前々年の同期と比較して5％以上減少
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1.23％
別枠：0.33％（当初3年間）
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１５年以内
２０年以内

１０年以内
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１０年以内
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新型コロナウイルス
感染症特別貸付

1.15％～1.75％
（保証料ゼロ）

1.5％～2.2％
（保証料補助あり）
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新型コロナウイルス感染症に
関連する特例制度のご案内

令和４年４月１日現在

相談窓口・申請サポート会場予約

❶ ❷

❶ を受けた事業者
❷2021年11月～2022年３月の が、
　2018年11月～2021年３月の間の
  と比較して 又は した事業者

履歴事項全部証明書（法人）または本人確認書類（個人）、収受日付
印の付いた2019年（度）・2020年（度）及び選択する基準期間を全て
含む確定申告書類の控え、対象月の売上台帳等、振込先の通帳、
宣誓・同意書　等

（登録確認機関の継続支援関係がない方は、追加書類が必要になります。）

　申請は、事業復活支援金ホームページからの電子申請（インターネットを利用
した申請）となります。ご自身で電子申請を行うことが困難な方は、申請サポー
ト会場にて補助員が電子申請の手続きをサポートします。
※申請には登録確認機関の事前確認が必要となります。当所は登録確認機関です
　ので、会員事業所など、当所と継続支援関係にある場合は、電話での質疑応答
　のみで事前確認（事前確認通知番号の発行）を行うことができます。

（売上規模によって上限額は異なります）

※１ 2018年11月～2019年３月／2019年11月～2020年３月／2020年11月～2021
　　 年３月のいずれかの期間（基準月を含む期間であること）

新潟県事業継続支援金  まん延防止等重点措置枠新潟県事業継続支援金  まん延防止等重点措置枠

新潟県事業継続支援金【まん延防止等重点措置枠】
　まん延防止等重点措置の適用に伴う令和４年１月２１日以降の飲食店等への

営業時間短縮の要請により、売上が減少した飲食関連事業者等（飲食店と直接

取引している事業者及びタクシー事業者・自動車運転代行業者）に対して、事

業継続に向けた支援金を支給します。

支 給 額：２０万円（県内で複数店舗又は事業所を経営する事業者は40万円）

受付期間：令和４年２月２８日（月）～令和４年５月３１日（火）

対 象 者：新潟県内に本社又は本店を有する法人又は個人事業主であること。

　　　　　令和４年１月２１日以降の時短要請の対象区域となる県内市町村の

　　　　　飲食店に対して、直接かつ継続して商品・サービスを提供している

　　　　　こと。（タクシー事業者・自動車運転代行業者を含む）

支給要件：事業者全体の売上高について、令和４年１月から令和４年３月まで

　　　　　のいずれか１ヶ月において、前年（又は前々年）同月比で20% 以上

　　　　　減少していること。（既に飲食関連事業者等として第１弾支援金又は第２

　　　　　弾支援金を受給していても、今回の支給要件を満たせば支給対象）

申請方法：※郵便物の追跡が出来る方法（簡易書留等）で してください。

　　　　　申請書類は、「新潟県事業継続支援金」ホームページからダウンロー

　　　　　ドできます。

               宛先　〒９５０－０９１６  新潟市中央区米山４丁目１－２８　藤巻ビル 5 階

　　　　　　　　                   新潟県事業継続支援金センター　宛

                           新潟県事業継続支援センター　（TEL：050-5443-3037）

　　　　　※受付時間は午前 9 時から午後 5 時まで（土日祝日は除く）

新潟市飲食関連事業者支援金【まん延防止等重点措置枠】
支給要件：「事業継続支援金（飲食関連事業者等）［まん延防止等重点措置枠］」

　　　　　の支給決定を受けた事業者　　支給額：1事業者あたり10万円

受付期間：令和４年３月２２日（火）～令和４年５月３１日（火）

 　 ※郵便物の追跡が出来る方法（簡易書留等）で してください。

　　　　　新潟市飲食関連事業者支援金センター　（TEL：025-255-5127）

　　　　　〒９５０－００８２   新潟市中央区東万代町1-30  新潟第一生命ビル 3 階

               JTB 新潟支店内　新潟市飲食関連事業者支援金センター宛

＜お問い合わせ先＞

令和４年度の雇用保険料率について
～段階的に変更となります～

  令和４年度の雇用保険料率を以下のとおりとする法案を、令和

４年２月１日に国会に提出しています。法律案が国会で成立し、

雇用保険料率が決まりましたら、厚生労働省ホームページ等で

ご案内します。
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太陽光発電承ります


